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文京区障害者（児）施設開所費用補助金交付要綱 

 

２３文福障第２３９８号平成２４年１月２５日区長決定 

一部改正 ２４文福障第２７４３平成２５年３月２９日号区長決定 

一部改正 ２５文福障第１１２３２号平成２６年３月２４日区長決定 

一部改正 ２９文福障第１２３５号平成３０年２月１４日区長決定 

一部改正 ２０２２文福障第１７１号令和４年５月３１日区長決定 

一部改正 ２０２３文福障第７号令和５年４月２８日区長決定 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、障害者（児）施設における事業の開始に当たり、その費用の一部を補助す

ることにより、当該施設を運営する事業者の誘致を促進し、障害者（児）の福祉の増進に寄与

することを目的とする。 

 （補助対象者） 

第２条 この要綱による補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる者（以下「補助対

象者」という。）は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

⑴ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123号。

以下「総合支援法」という。）第 29条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者 

⑵ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164 号）第 21条の５の３第１項に規定する指定障害児通所

支援事業者 

 （補助対象事業）  

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる事業の

うち、区の区域内（以下「区内」という。）において補助対象者が既存建物等を借り上げて実施

する事業とする。 

⑴ 生活介護（総合支援法第５条第７項に規定する生活介護をいう。以下同じ。） 

⑵ 共同生活援助（総合支援法第５条第 17項に規定する共同生活援助をいう。以下同じ。） 

⑶ 児童発達支援（児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援をいう。以下同

じ。） 

⑷ 放課後等デイサービス（児童福祉法第６条の２の２第４項に規定する放課後等デイサービ

スをいう。以下同じ。） 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業に要

する経費のうち、次に掲げる費用とする。 

⑴ 既存建物等の賃貸借契約（以下「建物契約」という。）を締結してから利用者が入居又は利

用するまでの期間に生じる家賃（以下「家賃」という。） 

⑵ 既存建物等の借上げに当たり家主に対して支払う礼金（以下「礼金」という。） 

⑶ 既存建物等の借上げに当たり不動産業者に対して支払う仲介手数料（以下「仲介手数料」

という。） 

⑷ 駐車場（生活介護、児童発達支援及び放課後等デイサービスにおいて送迎に用いる車両の

駐車場に限る。）の賃貸借契約（以下「駐車場契約」という。）を締結してから利用者が利用

するまでの期間に生じる当該駐車場の賃借料（以下「駐車場賃借料」という。） 



 

２ 

２ 前項の規定にかかわらず、区長が必要があると認めたときは、次に掲げる経費の全部又は一

部を補助対象経費とすることができる。 

⑴ 共同生活援助を行う施設の居室を新たに設ける場合に必要となる経費（補助対象者が既に

共同生活援助を行っている場合に限る。） 

⑵ 共同生活援助を行う施設の交流室において入居者が使用する家電製品、家具その他の備品

を購入する経費 

 （補助金の額等） 

第５条 家賃に係る補助金の額は、別表に掲げる補助限度額を上限とし、建物契約を締結してか

ら利用者が入居し、又は利用するまでの期間における家賃の合計額と当該建物契約における家

賃の３月分とを比較していずれか少ない額とする。 

２ 礼金及び仲介手数料に係る補助金の額は、それぞれ一部屋又は一施設当たり前項に規定する

建物契約における家賃の２月分を限度とする。 

３ 駐車場賃借料に係る補助金の額は、駐車場賃借料（駐車場契約を締結してから利用者が利用

するまでの期間が３月を超えるときは、当該駐車場契約における３月分の賃借料）と５万円と

を比較していずれか少ない額とする。 

４ 共同生活援助における補助金の額の算定を行う場合において、家賃及び礼金の補助限度額に

ついては、８部屋を限度として算定するものとする。 

５ 前条第２項第２号に規定する購入に係る経費については、３０万９千円を限度とする。 

６ 前各項の規定にかかわらず、補助金の交付は、当該年度の予算の範囲内で行うものとする。 

 （交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、文京区障害者（児）施

設開所費用補助金交付申請書（別記様式第１号。以下「交付申請書」という。）に次に掲げる書

類を添えて、区長に申請しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 職員の履歴書及び資格証明書類 

⑶ 事業者指定届の写し 

⑷ 事業者の事業実績 

⑸ 建物契約又は駐車場契約に係る契約書の写し 

 （交付決定） 

第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査するとともに必

要に応じて実地調査を行った上で、補助金の交付を決定したときは文京区障害者（児）施設開

所費用補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により、不交付を決定したときは文京区障害

者（児）施設開所助費用補助金不交付決定通知書（別記様式第３号）により申請者に通知する。 

２ 前項の規定による交付の決定（以下「交付決定」という。）を受けた者（以下「交付決定者」

という。）は、交付決定に係る施設に区内に住所を有する障害者及び障害児を優先的に入所又は

通所させるものとする。 

３ 前項に規定するもののほか、区長は、交付決定に当たり、条件を付すことができる。 

（申請の撤回） 

第８条 交付決定者は、交付決定又はこれに付された条件に異議があるときは、交付決定の通知

を受けた日から１４日以内に第６条の規定による申請を撤回することができる。 

 （事業計画の変更） 
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第９条 交付決定者は、事業計画の内容を変更しようとするときは、文京区障害者（児）施設開

所費用補助金に係る計画変更承認申請書（別記様式第４号）を変更事由の発生した日から３０

日以内に提出しなければならない。 

２ 区長は、前項に規定する申請があったときは、申請書及び関係書類を速やかに審査し、適当

であると認めたときは、交付決定者に対し、文京区障害者（児）施設開所費用補助金に係る計

画変更承認通知書（別記様式第５号）によりその旨を通知するものとする。 

 （事業の中止又は廃止） 

第 10条 交付決定者は、事業を中止し、又は廃止しようとするときは、文京区障害者（児）施設

開所費用補助金に係る事業中止（廃止）承認申請書（別記様式第６号）を中止等の事由の発生

した日から３０日以内に提出し、区長の承認を得なければならない。 

２ 区長は、前項に規定する申請があったときは、申請書及び関係書類を速やかに審査し、適当

であると認めたときは、交付決定者に対し、文京区障害者（児）施設開所費用補助金に係る事

業中止（廃止）承認通知書（別記様式第７号）によりその旨を通知するものとする。 

 （実績報告） 

第 11条 交付決定者は、補助対象経費の実績が確定したとき又は交付決定に係る会計年度が終了

したときは、文京区障害者（児）施設開所費用補助金に係る事業実績報告書（別記様式第８号。

以下「事業実績報告書」という。）を速やかに区長に提出しなければならない。 

 （補助金の額の確定） 

第 12条 区長は、前条の規定により提出のあった事業実績報告書を審査するとともに、必要に応

じて実地調査を行い、事業実績が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたと

きは、交付すべき補助金の額を確定し、文京区障害者（児）施設開所費用補助金交付額確定通

知書（別記様式第９号）により交付決定者へ通知するものとする。 

 （補助金の請求及び支払） 

第 13条 交付決定者は、前項の規定により補助金の額の確定を受けたときは、区長に対し補助金

の交付を請求するものとする。 

２ 区長は、前項の請求があったときは、速やかに補助金を支払うものとする。 

（事情変更による決定の変更等） 

第 14条 区長は、交付決定の後においても、その後の事情の変更により特別の必要があると認め

たときは、交付決定の内容若しくはこれに付した条件を変更し、又は取り消すことができる。

ただし、事業のうち既に経過した期間に係る部分についてはこの限りでない。 

（決定の取消し） 

第 15条 区長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は一部

を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

⑵ 補助金を補助対象経費に係る用途以外の用途に使用したとき。 

⑶ 交付決定の内容若しくはこれに付した条件又は交付決定に基づく命令に違反したとき。 

２ 前項の規定は、第 12条の規定による交付すべき補助金の額の確定後においても適用する。 

３ 区長は、第１項の規定による交付決定を取り消したときは、文京区障害者（児）施設開所費

用補助金交付決定取消通知書（別記様式第１０号）により、速やかにその内容を交付決定者に

通知するものとする。 

（補助金の返還） 



 

４ 

第 16 条 区長は、前条第１項の規定により交付決定の全部又は一部を取り消した場合において、

事業の取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、期限を定めて事業者に返

還を命じるものとする。 

（関係書類の保管） 

第 17条 交付決定者は、補助金の対象となる事業に係る収入、支出等の関係書類を当該事業の補

助金交付決定に係る会計年度の終了後５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第 18条 補助金の交付については、この要綱に定めるもののほか、文京区補助金等交付規則（昭

和４９年１２月文京区規則第４４号）の定めるところによるものとする。 

 （委任） 

第 19条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、福祉部長が別に定

める。 

 

 

   付 則 

この要綱は、平成２４年１月２５日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

付 則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５ 

別表（第５条関係） 

事業の種類（本体施設） 単位 補助限度額 

生活介護 １施設 ２００千円 

共同生活援助 １部屋 １００千円 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

主として重症心身障害児又は医療的ケ

ア児を受け入れる施設 

１施設 ２００千円 

主として重症心身障害児又は医療的ケ

ア児以外の障害児を受け入れる施設 

１施設 １００千円 

 

 


